
249億3,350万円

149億1,354万円

65億5,498万円

738万円

2,025万円

1,152万円

14億9,854万円

1億179万円

57億2,142万円

6,060万円

9億3,706万円

65億2,162万円

65億2,162万円

463億6,866万円

4.3

▲0.6

0.9

▲10.6

8.8

▲39.2

▲2.8

0.6

▲2.1

9.7

1.1

9.2

9.2

3.3

239億1,100万円

150億961万円

64億9,589万円

825万円

1,861万円

1,894万円

15億4,117万円

1億120万円

58億4,352万円

5,523万円

9億2,680万円

59億7,339万円

59億7,339万円

448億9,400万円

自主財源 130億5,174万円（52.4％）

118億8,176万円（47.6％）依存財源
117億5,741万円（47.2％）

45億1,270万円（18.1％）投資的経費
86億6,339万円（34.7％）その他経費

義務的経費

歳入の内訳【一般会計】

市税（38.9％）
96億9,190万円

分担金及び負担金（0.7％）
  　　　　 1億8,685万円

使用料及び手数料（2.0％）
  　　　　 4億9,515万円

繰入金（7.4％）
 　　　　18億3,881万円その他（財産収入、寄附金等）

（0.5％）
1億1,737万円

地方譲与税（0.6％）
1億5,900万円

その他（各種交付金）（5.2％）
12億9,620万円

諸収入
（2.9％）
7億2,166万円

地方交付税（9.9％）
24億6,400万円

県支出金（7.2％）
18億17万円

市債（12.0％）
29億8,860万円

国庫支出金
（12.7％）

31億7,379万円

歳入
249億3,350万円

歳出の内訳【一般会計】

人件費（19.3％）
48億679万円

扶助費（19.6％）
48億8,095万円

公債費（8.3％）
20億6,967万円

普通建設事業費（18.1％）
45億1,170万円

補助費等（9.8％）
24億3,889万円

投資及び出資金、
貸付金（0.5％）
1億4,000万円

繰出金等（11.7％）
29億1,388万円

物件費（12.1％）
30億2,594万円

維持補修費（0.6％）
1億4,468万円 歳出

249億3,350万円

災害復旧事業費（0.0％）
100万円

防
災
対
策・人
口
増
対
策
に
重
点

　
平
成
31
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算

総
額
は
前
年
度
比
４
．３
％
増
（
10
億

２
，２
５
０
万
円
増
）
と
な
る
２
４
９

億
３
，３
５
０
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

　
当
初
予
算
額
は
３
年
連
続
の
増
額
と

な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
安
全
・
安
心

の
ま
ち
づ
く
り
の
実
現
に
向
け
、
防
災

拠
点
と
し
て
の
新
庁
舎
建
設
事
業
、
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
事
業
な
ど
の
防
災

対
策
経
費
に
積
極
的
に
予
算
を
投
入
し

た
た
め
で
す
。

　
さ
ら
に
、
移
住
促
進
家
賃
等
補
助
金

や
授
乳
室
等
整
備
事
業
な
ど
の
人
口
増

対
策
に
重
点
配
分
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
２
０
２
０
年
東
京
オ
リ
ン

ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
事
前
合
宿

誘
致
に
向
け
た
府
中
湖
カ
ヌ
ー
競
技
場

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
の
整
備
事
業

な
ど
、
各
種
施
策
に
予
算
を
計
上
し
ま

し
た
。

自 主 財 源

依 存 財 源

義務的経費

投資的経費

その他の経費

市が自らの手で徴収または収
納できる財源（市税、使用料等）

国または県が関わる財源
（地方交付税、国・県支出金、
市債等）

その支出が義務づけられ、任
意に削減できない経費
（人件費、公債費等）

社会資本の整備に要する経費
（道路整備、学校建設等）

物件費や維持補修費などに支
出される経費

Column
予算って
どうやって作られているの？

平成31年度の予算編成は
前年の10月頃から、全職員が
一体となって取り組んでいます。

DATE  10月
市長より、新年度予算編成における基本
指針や方向性を示した「予算編成方針」
が全職員に通知されます。担当課は、こ
れに基づき、次年度の事業実施に必要な
額を計算し、予算作成を担当する政策課
へ提出します。

DATE  10～12月 
政策課は各担当課から提出された要求額
を査定し、その後、各課からの復活折衝
協議などを経て、予算案をまとめていきます。
この過程では、「働きたい　住みたい　子
育てしたい　共働のまち　さかいで」の実
現に向け、予算に反映させるなど、さまざ
まな観点から事業の取捨選択を行っていま
す。

DATE  1月
市長自ら予算案を精査し、必要な指示・
修正を終えると、予算案が完成。

DATE  3月
予算案は議会で審議され、議決を経て
はじめて正式な予算となります。

給料（市税）

収 入 支 出

親からの仕送り
（国庫支出金・地方交付税等）

ローン借入（市債）

貯金から引き出し（繰入金）

合計

パート収入（諸収入・使用料等）

155万円

143万円

48万円
24万円

30万円

400万円

食費（人件費）

医療費（扶助費）
光熱水費・日用品費（物件費）

家の増改築費（普通建設事業費等）
ローンの返済（公債費）
貯金（積立金）

知人への貸し付け等（貸付金等）

家具などの修理代（維持補修費）

子どもへの仕送り（繰出金・補助費等）
77万円
84万円

78万円
49万円

73万円
33万円
2万円
2万円

2万円

合計 400万円
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新規

就職説明会等
出展支援事業補助金

80万円
市内の中小企業が、市外で開催さ

れる就職説明会にブース出展する

際に、費用の一部を助成します。

新規

移住支援金
300万円

東京23区在住または通勤者
が坂出市に移住し、県が指
定する中小企業等に採用さ
れて3カ月が経過した世帯を
対象に、最大100万円を支給
します。

継続

子ども医療費助成事業　2億412万円
中学校卒業までを対象に、入院に加えて外来診療分の医
療費を助成することで、子育て世代の経済的負担を軽減
し、子育て支援の充実を図っています。

新規

パソコン教室のタブレット導入
820万円

市内10小学校のすべてのパソコン教室の機
器を、タブ

レット端末機能付パソコンに置き換え、ICT
環境を整え

ることで、児童の学習環境の充実を図ります
。

新規

ため池ハザードマップ作成事業
1,300万円

平成30年7月豪雨等を踏まえ、人的被害を与
える恐れ

のある防災重点ため池について、浸水想定区
域図を

新たに作成・公表します。

新規

移住促進家賃等
補助金

440万円
単身世帯でない満40歳以下

のかたが、県外で3年以上居

住した後に、一時的な居住で

なく転入した場合に、家賃の

半分（月額2万円を上限）を

2年間、初期費用の半分（上

限6万円）を補助します。

新規

民間危険ブロック塀
撤去支援事業

320万円
災害に強い、安全で安心な
まちづくりの観点から、民
間の危険なブロック塀の
撤去等に要する費用の一
部を助成します。

新規

防災・危機管理
スペシャリスト
養成プログラム

50万円
大規模災害に対する職員

の対応力を高めるため、

防災関連部局の職員を対

象として、専門家を招い

た研修制度を実施し、全

職員への教育を担う講師

として養成します。

　平成31年度

 主要事業
平成31年度当初予算に計上した主要事業につい

て、「働きたい　住みたい　子育てしたい　共働

のまち　さかいで」の実現に向けた取り組みを分

野ごとに紹介します。

継続

まちなか中高層共同住宅
建設促進事業補助金

5,000万円
駅周辺の中心市街地における、快適で

まちなかにふさわしい住まいの供給を

促進するため、
条件に適合し
た中高層住宅
の建設に対し
て補助金を交
付します。

継続

府中湖カヌー競技場トレーニングセンター整備事業
　1億2,185万円

東京2020オリンピック・パラ
リンピック競技大会の事前合宿
誘致、2020年全国高校総体の
開催等に向けて、県と共に府中
湖カヌー競技場トレーニングセ
ンターの建設およびカヌー研修
センターの改修を行います。� �
（H29〜H31年度）

新規

小児生活習慣病対策事業（中学校）　92万円
中学１年生を対象とした生活習慣病予防
健診における血液検査を新たに実施し、
小学４年生を対象とした小児生活習慣病
予防健診後の実態を把握するとともに、
将来にわたって質の高い健康を維持して
いくための対策を推進します。

新規

授乳室等整備事業　300万円
授乳スペースなど

を整備する市内の

店舗に補助すると

ともに、公共施設

に整備を行いま

す。

継続

庁舎建設事業　21億996万円
防災拠点としての機能を有するとともに、誰もが利用しや
すい施設として建設が進む新庁舎。今年度は免震構造の取
り付けと地上部分の建設に取り掛かります。

2020年度に完成予定の、新庁舎イメージ

新規

ハザードマップ作成事業　1,000万円
水防法の一部改正に伴う洪水浸水想定区域の見直しに
より、洪水ハザードマップの改訂を、大屋冨町新地地
区を新たに地すべり土砂災害警戒区域に指定したこと
に伴い、土砂災害ハザードマップの改訂を行います。

新規

図書館施設整備事業
3,280万円

図書館東側進入路の拡幅や駐輪場の撤
去・新設等の周辺整備工事を実施します。
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